
次期「北海道感染症予防計画」 現行計画 

第 15 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保 

 

第９ 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保 

 

第 16 緊急時における感染症の発生予防及びまん

延防止、医療の提供のための施策 

第 10 緊急時における感染症の発生予防及びまん

延防止、医療の提供のための施策（道と市町

村及び患者等の人権の尊重に関する方策） 

第 17 その他感染症の予防の推進に関する重要事項 

（薬剤耐性対策含む） 

 

第 12 その他感染症の予防の推進に関する重要事項 

 

第 18 特定感染症等対策に関する事項 

・ エキノコックス症対策の推進 

・ 結核対策の推進 

・ ウイルス性肝炎対策の推進 

・ インフルエンザ対策の推進 

・ 性感染症対策の推進 

・ 麻しん対策の推進 

・ 風しん対策の推進 

・ 後天性免疫不全症候群対策の推進 

・ 蚊・ダニ媒介感染症対策の推進 

 

（新設）※一部現行計画記載あり 

第 11 エキノコックス症の予防の推進 

 ※法的位置づけや国による指針の作成等、予

防・対処について、道民や医療機関等の理解

を深める優先度が高い感染症について新設。 
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次期「北海道感染症予防計画」 現行計画 

第１ 感染症の予防の推進に関する基本的な方向 

 

第１ 感染症の予防の推進に関する基本的な方向 

第２ 感染症の発生予防のための施策 

 

第２ 感染症の発生予防のための施策 

第３ 感染症のまん延防止のための施策 

 

第３ 感染症のまん延防止のための施策 

第４ 感染症及び病原体等に係る情報の収集、調

査及び研究 

  

第５ 感染症及び病原体等に係る調査及び研究 

 

第５ 感染症の病原体等検査の実施体制及び検査

能力の向上 

第６ 感染症の病原体等検査の実施体制及び検査

能力の向上 

第６ 感染症に係る医療を提供する体制の確保に

関する事項 

第４ 感染症に係る医療提供体制の確保 

  

第７ 感染症患者の移送のための体制の確保に関

する事項 

（新設） 

第８ 宿泊施設の確保に関する事項 

  

（新設） 

 

第９ 新型インフルエンザ等感染症外出自粛対象

者又は新感染症外出自粛対象者の療養生活の

環境整備に関する事項 

（新設） 

第 10 感染症の予防又はまん延防止のための総合

調整・指示の方針に関する事項 

（新設） 

第 11 感染症対策物資の確保に関する事項 （新設） 

第 12 感染症に関する啓発及び知識の普及並びに

感染症の患者等の人権の尊重に関する事項 

第８ 感染症に関する知識の普及啓発及び感染症

患者等の人権の尊重 

第 14 感染症の予防に関する保健所の体制の確保

に関する事項 

（新設） 

 

※基本指針に基づき新設 

※国の「感染症の予防の総合的な推進を図るための 
基本的な指針」（令和 5 年 5 月 26 日告示。以下 
「基本指針」という。）に基づき新設 

※基本指針に基づき新設 

※基本指針に基づき新設 

※基本指針に基づき新設 

※基本指針に基づき新設 

次期「北海道感染症予防計画」(素案) の柱立て次期「北海道感染症予防計画」(素案) の柱立て

※国の基本指針において、
新設された記載事項を赤字で記
載



次期「北海道感染症予防計画」(素案) の概要次期「北海道感染症予防計画」(素案) の概要

平 時 新興感染症の発生及びまん延時

国が定める基本指針に基づき記載事項を充実させた項目

【第２～４】〔拡充〕
発生予防・まん延防止
病原体等の情報収集等

 感染症発生動向調査【第２】
道は、患者情報・病原体情報を医療機関から感染症サーベイランスシ
ステムを活用した迅速かつ効果的な情報収集・分析を推進

 検疫所との連携【第２】
道は、連携協議会等を通じるなどして、検疫所との連携体制を構築

 電磁的方法による各種届出等の推進【第４】
道は、医療機関に電磁的方法による各種届出等の実施を働きかけ

 積極的疫学調査【第３】
道等は、積極的疫学調査を実施し、感染経路の特定に努めるとともに、ウイルスの
特性を把握

 検疫所と連携した入国者への対応【第３】
道は、検疫所からの通知を受け、検疫所と連携の上、入国者・帰国者へ対応

【第５】〔拡充〕
検査の実施体制等

 民間検査機関等との連携
道等は、民間検査機関等との検査等措置協定締結により体制整備

 衛生研究所による検査の実施体制・検査能力の向上
・道は、衛生研究所における計画的な人員の確保等の体制を整備
・道は、研修や実践的な訓練を実施、検査試薬等の物品を確保

 検査等措置協定に基づく検査体制
道等と協定を締結した民間検査機関又は医療機関による検査の実施

 衛生研究所における検査体制
新興感染症の発生初期における検査の実施

【第６】医療提供体制  感染症に係る医療の提供体制
第一種・第二種感染症指定医療機関で対応

 新興感染症の病床を確保する医療機関及び感染症患者以外の患者の受
入等を担当する後方支援医療機関との医療措置協定の締結
道は、医療措置協定の締結により入院体制や後方支援体制を整備
（第一種協定指定医療機関として指定）

 医療措置協定に基づく病床確保及び後方支援
道からの要請による病床の確保及び後方支援の実施

 重症用病床や特に配慮が必要な患者等への医療の提供
重症者用の病床確保や特に配慮が必要な患者、感染症以外の患者に対する医療
提供

（以下新設）
入院・後方支援

発熱外来
 新興感染症の発熱外来を担当する医療機関との医療措置協定の締結

道は、医療措置協定の締結により発熱外来の体制を整備
（第二種協定指定医療機関として指定）

 医療措置協定に基づく発熱外来の対応
道からの要請による発熱外来の実施

自宅療養者等へ
の医療の提供

 新興感染症の自宅療養者等（高齢者施設、障害者施設等）を担当する
医療機関との医療措置協定の締結
道は、医療措置協定の締結により自宅療養者等への医療体制を整備
（第二種協定指定医療機関として指定）

 医療措置協定に基づく自宅療養者等に対する医療提供の対応
道からの要請による自宅療養者等に対する医療提供の実施

医療人材派遣
（第13にも記載）

 医療従事者の派遣を担当する医療機関との医療措置協定の締結
医療機関は、対応能力を高めるため自機関の医療従事者へ訓練・研
修の実施

 医療措置協定に基づく医療人材の派遣
道からの要請による医療人材の派遣

【第１】
基本的な方向

 道及び市町村の果たすべき役割、道民、医師等、獣医師等に求められる対応
 予防接種の推進
 連携協議会の設置、数値目標の考え方
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【次期「北海道感染症予防計画」(素案) の特徴】

① 「北海道感染症対策連携協議会」の設置【関係機関間の連携強化等】
② 数値目標の設定【新興感染症発生時等における保健医療提供体制を確保】
③ 協定締結で医療提供体制を確保する仕組みを導入【医療機関等の措置等】

・ 検査実施体制の整備【衛生研究所の機能強化、民間との協定等】
・人材の養成や資質の向上【人材の研修派遣、訓練・研修実施等】
・保健所の体制整備【受援体制、業務効率化等】 等



【第７】（新設）
移 送

 移送体制の整備
道等は、消防機関等との連携、役割分担を明確化
道等は、平時から移送訓練や演習を実施

 関係機関と連携した移送体制の取組強化
消防機関等と情報共有、連携した移送の実施

【第８】（新設）
宿泊療養体制

 宿泊施設の確保
道は、民間宿泊業者等と宿泊施設確保措置協定締結により体制整備

 宿泊施設確保措置協定に基づく宿泊施設の開設・運営等
協定に基づく宿泊施設の開設・運営等

【第９】（新設）
療養生活等の環境整備

 健康観察や生活支援を実施する体制の整備
道等は、医療機関等との連携により体制整備

 高齢者施設や障害者施設等における感染対策の準備
道等は、医療措置協定を締結した医療機関と連携し助言

 健康観察や生活支援の取組強化
医療機関等と連携した健康観察や生活支援の実施

 高齢者施設や障害者施設等における感染対策の徹底
施設内で感染がまん延しない環境の整備

【第10】（新設）
総合調整・指示

 知事による総合調整、指示
・知事は、感染症対策全般について、保健所設置市⾧、市町村⾧及び

関係機関に対して総合調整を図る
・知事は、連携協議会等を活用するなどして、入院調整等の体制整備

に係る総合調整を行う

 知事による総合調整、指示
・感染症対策の実施は、道が主体となり総合調整を実施
・道民の生死に直結する緊急性を有する場合に限り、保健所設置市⾧に対して入

院勧告や入院措置の実施を指示

【第11】（新設）
物資の確保

 個人防護具等の確保
・道等は、事業者等との連携の下、個人防護具等の感染症対策物資等

が不足しない対策を構築

 個人防護具等の供給
道は個人防護具等の医療機関への供給、流通のため、当該物資を確保

【第13】〔拡充〕
人材の養成・資質の向上

 感染症に関する人材の養成及び資質の向上
・道等は、国等が開催する研修に職員を派遣
・道等は、感染症対策等に関する研修を実施
・道等は、IHEAT要員への研修を実施

 感染症に関する人材の活用
道等は、養成した人材を活用し、感染症対策を実施

【第14】（新設）
保健所の体制整備

 保健所における体制の確保
・一元化や外部委託等の準備
・ICT活用や医療DX推進を通じた業務効率化の検討
・外部人材や応援職員の受入体制の整備、役割分担の明確化

 保健所への応援体制の整備
・業務の一元化、外部委託
・保健所への応援職員等の受入を実施

国が定める基本指針等に大きな変更がない項目

【第12】
啓発・人権

 人権の尊重
・道等は、連携協議会等で議論する場合、患者の人権を考慮
・報道機関との適切な連携

【第15】
特定病原体等の取扱い

 特定病原体等を適正に取り扱う体制の確保
・道等は、国内外の動向を踏まえて実施

【第16】
緊急時の体制

 緊急時の医療提供等の体制
・国や他都府県、市町村と連絡体制を構築

【第17】
その他の重要事項

 薬剤耐性対策
・衛生研究所による情報収集、技術的助言の実施

特定感染症等や本道の地域特性を踏まえた感染症の項目

【第18】〔拡充〕
特定感染症等

 特定感染症等対策
・平成２８年の感染症法や国の基本指針、特定感染症予防指針に基づく感染症のほか、本道の地域特性を踏まえたエキノコックス症等の現状・課題を整理

し、今後における施策の方向性と主な施策を規定

平 時 新興感染症の発生及びまん延時
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感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策の実施に当たっての連携協力体制の整備を図り、予防計画
の実施状況及びその実施に有用な情報を共有し、感染症の予防対策等について協議を行うため設置

■構成メンバー（全３３名～オブザーバー3名（道保健所⾧会、道教委等）含む～）
・学識経験者（札医大等３医育大学）８名 ・職能団体（道医師会、薬剤師会、看護協会等）６名 ・医療関係団体（道病院協会等）３名
・感染症指定医療機関１名 ・福祉関係団体（老施協、道社協等）４名 ・保健所設置市４名 ・行政機関等（道市町村会、消防⾧会等）４名

（感染症法第10条の２）
都道府県は、感染症の発生の予防及びまん延の防止のための施策の実施に当たっての連携協力体制の整備を図るため、都道府県、保健所設置市等、
感染症指定医療機関、診療に関する学識経験者の団体及び消防機関その他の関係機関により構成される協議会を組織するものとする。

① 北海道感染症対策連携協議会について

＜保健・医療提供体制の計画的な準備＞
・ 入院調整や後方支援のあり方 ・ 保健所体制、検査体制の確保
・ 医療人材確保に向けた方法 ・ 宿泊施設の確保

＜感染症の性状等に応じた総合調整や対策＞
・ 高齢者施設や障害者施設等の関係団体等とも連携した医療提

供体制
・ 衛生研究所等や保健所における病原体等の検査体制
・ 地域の救急搬送体制を考慮した移送体制
・ 宿泊施設の開設・運営等に係る調整
・ 外出自粛対象者への健康観察や生活支援の実施方法等に係る

調整

迅速な移行・体制強化

目的と設置根拠

＜役割分担の明確化、連携の緊密化＞
・ 関係者や関係団体との情報共有のあり方、連携体制
・ 保健所設置市との役割分担・協力方法
・ 消防機関と連携した移送体制の整備
・ 市町村等と連携した外出自粛対象者への支援
・ 衛生研究所や保健所における病原体等検査に係る役割分担

平

時

感
染
症
発
生
・
ま
ん
延
時

（Ｐ）

計 画
・予防計画
・数値目標

（Ｄ）

実 行
・各種協定の締結
・人材育成、確保 等

（Ｃ）

評 価
検 証

連携協議会で協議・議論

（Ａ）

改 善
・計画の見直し
・計画に反映

平時からの連携強化・綿密な準備
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流行初期 流行初期以降

目標の目安 目標の目安

①入院 入院病床数 入院病床数

②発熱外来 発熱外来医療機関数 発熱外来医療機関数

③自宅療養者

等への医療の

提供

自宅療養者等医療提供

機関数

④後方支援 後方支援医療機関数

⑤人材派遣 派遣可能人材数

（２）物資の

確保

⑥備蓄してい

る医療機関の

数の割合

個人防護具の備蓄を十

分に行う協定締結医療

機関数の割合

個人防護具の備蓄を十

分に行う協定締結医療

機関数の割合
⑦-1 検査の実

施能力
検査の実施件数 検査の実施件数

⑦-2 地方衛研

等の検査機器

の数

衛生研究所等における

検査機器数

衛生研究所等における

検査機器数

区分 項目

（１）医療提

供体制

（３）検査体

制

流行初期 流行初期以降

目標の目安 目標の目安

（４）宿泊療

養体制

⑧宿泊施設

確保居室数
宿泊施設確保居室数 宿泊施設確保居室数

（５）人材の

養成・資質の

向上

⑨研修・訓

練回数

⑩-1 想定さ

れる業務量

に対応する

人員確保数

保健所における流行開始

から１ヶ月間において、

想定される業務に対応す

る人員確保数

ー

⑩-2 IHEAT

研修の年度

毎の受講者

数

協定締結医療機関、保健所職員等の研修・訓練回

数

（６）保健所

の体制整備

IHEAT研修の年度毎の受講者数

区分 項目

② 北海道感染症予防計画における数値目標について【概要】② 北海道感染症予防計画における数値目標について【概要】

国及び道の考え方

・ 新型コロナ対応において、都道府県や医療機関は、様々な変化に、その都度対応してきた実績を踏まえ、
まずは新型コロナ対応での最大値の体制を目指すとする国の考え方を踏まえるとともに、必要な医療機能や
圏域など、本道の地域実情を勘案して、保健医療提供体制を確保できるよう、数値目標を設定

・ 医療機関等（病院、診療所、薬局、訪問看護事業所）、民間検査機関、宿泊事業者との協定締結により
数値目標を担保
※医療提供体制、個人防護具の確保、検査体制、宿泊療養体制、人材の養成・資質の向上
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流行初期 流行初期以降

目標値 目標値

①入院 １，７３４  床 ２，４４８  床

②発熱外来 ８４ 機関 １，１４６ 機関

③自宅療養者

等への医療の

提供

２，６３２ 機関

④後方支援 １０８ 機関

⑤人材派遣
医師  ６１  人

看護 １２８  人

（２）物資の

確保

⑥備蓄してい

る医療機関の

数の割合
⑦-1 検査の実

施能力
１，２９０ 件／日 ９，８５６ 件／日

⑦-2 地方衛研

等の検査機器

の数

２２ 台 ２５ 台

区分 項目

（１）医療提

供体制

（３）検査体

制

８０  ％

流行初期 流行初期以降

目標の目安 目標の目安

（４）宿泊療

養体制

⑧宿泊施設

確保居室数
９３０ 室 ２，５４５ 室

（５）人材の

養成・資質の

向上

⑨研修・訓

練回数

⑩-1 想定さ

れる業務量

に対応する

人員確保数

２，１０９ 人 ー

⑩-2 IHEAT

研修の年度

毎の受講者

数

年１回以上

（６）保健所

の体制整備

３２ 人（全道計）

区分 項目

② 北海道感染症予防計画における数値目標について【目標値】② 北海道感染症予防計画における数値目標について【目標値】
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③ 医療機関等と締結する協定について【概要】③ 医療機関等と締結する協定について【概要】
１ 医療措置協定
改正感染症法において、都道府県知事は、新興感染症の発生・まん延時に、迅速かつ適確に医療提供体制を
確保するため、新興感染症の対応を行う医療機関等と協議し、感染症対応に係る協定（医療措置協定）を締結
することが法定化された。

◎ 全ての医療機関 ⇒ 協定締結に係る協議に応じることを義務づけ
◎ 道と医療機関等が協議し、双方合意した場合に、医療機関等の機能に応じた協定を締結

①病床の確保、②発熱外来の実施、③自宅療養者等への医療の提供及び健康観察、④後方支援、
⑤医療人材派遣、⑥【任意】個人防護具の備蓄

◎ 協定指定医療機関の実施する入院医療・外来医療・在宅医療は公費負担医療の対象
◎ 公的医療機関等（公立・公的医療機関等、特定機能病院、地域医療支援病院）は、道と協議・合意の下、
上記①～⑤のいずれか１つ以上の医療提供を義務づけ

項目
協議対象医療機関等

病院 有床診療所 無床診療所 薬局 訪問看護事業所

①病床の確保 ○ ○
②発熱外来の実施 ○ ○ ○
③自宅療養者等への医

療の提供・健康観察 ○ ○ ○ ○ ○

④後方支援 ○ ○
⑤人材派遣 ○ ○

・・・第一種協定指定医療機関（病床確保）として、都道府県知事が指定

・・・第二種協定指定医療機関（発熱外来又は自宅療養者等への医療提供等）として、都道府県知事が指定

２ その他の協定 ～ ○検査等措置協定（検査能力の確保） ○宿泊施設確保措置協定（宿泊施設の確保）

流行初期から対応する場合、
財政支援（国基準を参酌し、
知事が定める実施基準あり）
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【財政支援措置】【財政支援措置】 令和5年5月26日
厚生労働省医療政策研修会資料抜粋
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流行初期医療確保措置について（国の考え方）流行初期医療確保措置について（国の考え方）

■措置の目的・内容
○ 大きな経営上のリスクのある流行初期（公表から3ヶ月程度を想定）に感染症医療を提供する医
療機関（病床の確保又は発熱外来の実施）に対し、診療報酬の上乗せや補助金等が充実するまで
の一定期間、財政的な支援を行う

○ 感染症医療の提供を行った月の診療報酬収入額が、感染症流行前の同月の診療報酬収入を
下回った場合、その差額が支援される（診療報酬等の充実後に差額を精算）

○ 病床確保（入院医療）を行う医療機関は、外来も含めた診療報酬収入全体を勘案し、発熱外来
のみを行う医療機関は、外来分の診療報酬収入のみを勘案する
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■ 医療提供イメージ（国の考え方）

（参考）これまでの新型コロナ対策の状況（令和２年）

公表後６ヶ月を目途公表後３ヶ月程度公 表

情報収集
感染発生早期 流行初期 流行初期期間経過後

国内１例目

情報収集

実際の対応に基づく情報

感染症指定医療機関（協定確保病床･外来等）

流行初期医療確保措置付き協定締結医療機関

感染症指定医療機関（感染症病床･外来等）

情報収集

情報収集

随時、情報提供

月日（令和2年） 1/28 2/1（公表） 3/30 8/1（公表６か月後） 12/7（公表10か月後）

療養者数(入院者数) 道内１例目発生 新型コロナを指
定感染症とする
旨の厚生労働
省告示の施行

39名（39名） 96名（58名※） 2,261名（578名※）

重症者数 － 6名 3名 24名

感染発生地域 札幌市 石狩 ほか４振興局 石狩 ほか５振興局 全道

ウイルス株等 － － － アルファ株、ベータ株

対応医療機関
第一種感染症
指定医療機関

第一・二種感染症指定医療機関 等
公的医療機関中心
（接触者外来 71か所）

公的・民間医療機関
（診療・検査医療機関 743か所）

※確保病床への入院者数（感染症指定医療機関の感染症病床の入院者や院内クラスター対応分を除く）

順次、全ての
協定締結医療機関

公的医療機関等を中心とした
協定締結医療機関

（感染症の予防の総合的な推進を図るための基本的な指針抜粋）
新興感染症発生の公表後の流行初期の一定期間（３箇月を基本として必要最小限の期間を想定）には、まずは発生の公表前から対応の実績のある当該感染症指定医療機関が、流行初期医療確保措置の対
象となる医療措置協定に基づく対応も含め、引き続き対応を行うとともに、各都道府県知事による判断に基づき当該感染症指定医療機関以外の流行初期医療確保措置の対象となる医療措置協定を締結し
た医療機関も中心に対応していく。（中略）当該一定期間の経過後は、当該医療機関に加え、当該医療機関以外の医療措置協定を締結した医療機関のうち、公的医療機関等（公的医療機関等以外の医療
機関のうち新興感染症に対応することができる医療機関を含む。）も中心となった対応とし、その後３箇月程度を目途に、順次速やかに、医療措置協定を締結した全ての医療機関で対応していく。

新興感染症の発生・まん延時における医療提供イメージ（国の考え方）新興感染症の発生・まん延時における医療提供イメージ（国の考え方）

道

医療機関への情報提供の内容（随時実施）
・ウイルスの性状等についての情報
・患者への対応方法等についての情報
・国の財政支援（補助金、診療報酬の上乗せ等）について
の情報 など

道、地方衛生研究所、感染症指定医療機関 等による情報共有
（必要に応じて、随時、関係医療機関を追加して参集）
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